






























































































































































































































































































第 1 次答申」（昭和56年 7 月10日），「行政改革に関する第 2 次答申―許認
可等の整理合理化」（昭和57年 2 月10日），「行政改革に関する第 3 次答申
―基本答申」（昭和57年 7 月30日），「行政改革に関する第 4 次答申―行革










昭和56年 7 月10日の「行政改革に関する第 1 次答申」は 3 部構成になっ













第 3 次答申は同年 7 月30日に出されたが，これは国鉄の民営・分割化
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流経法学　第12巻 第 1 号
この答申であげられた物流政策の課題は， 1 ）産業の物流ニーズへの対
応， 2 ）物流コストの低減， 3 ）強まる制約条件等への対応， 4 ）国鉄貨物





















































































































































































































2 ）行政改革とトラック事業規制に関する議論の展開， 3 ）欧米諸外国の動
向を確認したうえで， 4 ）トラック輸送産業の特質と現状， 5 ）道路運送法












































































































































































































49ヶ条からなっていた。すなわち，第 1 章「総則」，第 2 章「貨物自動車
運送事業に関する特例」，第 3 章「普通自家用貨物自動車の使用に関する























































































る。田中一昭編『行政改革』（ぎょうせい　平成 8 年 9 月） 2 頁。
（ 3 ）　第一次臨時行政調査会「行政改革に関する意見」（昭和39年 9 月29日），読売新聞
40
流経法学　第12巻 第 1 号
政治部第二臨調取材班『ドキュメント行政改革』（潮文社　昭和56年 8 月）184頁。
（ 4 ）　田中一昭編『行政改革』（ぎょうせい　平成 8 年 9 月） 8 頁。













































































































年 6 月 1 日付け）参照。
（54）　全交運『トラック運送事業の規制緩和は何をもたらすか―現状の問題点と規制緩
和の影響』（昭和60年 6 月15日）37頁。
（55）　同上　39頁。
以上
